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交通のご案内

■　地下鉄四つ橋線
肥後橋駅 ４号出口直結（地下道）
会場まで徒歩約４分

■　京阪電車中之島線
渡辺橋駅 12 番出口直結（地下道）
会場まで徒歩約 3 分

■　地下鉄御堂筋線・京阪電車京阪本線
淀屋橋駅（７号出入口）から北西
へ、会場まで徒歩約８分

※お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

会　　　場

中之島フェスティバルタワー 37 階
フェスティバルスイート「カンファレンスルーム」
※「中之島フェスティバルタワー・ウエスト」ではございません。

お間違いのないようお願い申しあげます。　

大阪市北区中之島二丁目 3 番 18 号

中之島フェスティバルタワー
地下１階・１階から会場までの順路

中之島フェスティバルタワー

④ 37階 フェスティバルスイート
  「カンファレンスルーム」

③ 13階 高層階用エレベーターに乗換え

② 1階 シャトルエレベーターに乗換え

① 地下1階 （地下道から直結）

シャトルエレベーター

高層階用エレベーター

エスカレーター
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証券コード9303
2019年5月29日

株 主 各 位
大阪市北区中之島三丁目2番18号
株式会社 住 友 倉 庫
社 長 小 野 孝 則

第142期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第142期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット等）により議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、
2頁及び3頁のご案内をご参照のうえ、2019年6月19日（水曜日）午後5時までに議決権をご行
使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 　 2019年6月20日（木曜日）午前10時
2. 場 所 　 大阪市北区中之島二丁目3番18号

　 中之島フェスティバルタワー 37階
　 フェスティバルスイート「カンファレンスルーム」

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第142期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）事業報告及び連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第142期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
　第1号議案 　剰余金の処分の件
　第2号議案 　取締役6名選任の件
　第3号議案 　監査役2名選任の件

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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4．議決権の行使についてのご案内
（１）議決権の行使方法
　
株主総会にご出席いただける場合

　

日 時 2019年6月20日（木曜日）午前10時
当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

　
株主総会にご出席いただけない場合
　
　書面による議決権行使
　

行使期限 2019年6月19日（水曜日）午後5時
同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、行使期限までに
到着するようご返送ください。

　インターネット等による議決権行使
　

行使期限 2019年6月19日（水曜日）午後5時
議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、
同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」を
ご利用のうえ、画面の案内に沿って、行使期限までに各議案に対する賛否をご登録
ください。詳細は3頁をご参照ください。

　
（２）議決権の行使に関する決定事項
　 ①書面による議決権行使とインターネット等による議決権行使が重複してなされた場合は、

インターネット等によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
　 ②インターネット等により議決権を複数回行使された場合、又はパソコンと携帯電話で重複

して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わ
せていただきます。

　
以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.sumitomo-soko.co.jp）への掲載又は書面の郵送によりお知らせいたしま
す。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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インターネット等による議決権行使のご案内
　

1．インターネットによる議決権行使
(1)インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことに
よってのみ可能です。なお、議決権行使ウェブサイトは携帯電話からもご利用いただけます。

　
　【議決権行使ウェブサイトアドレス】 https://www.web54.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「QRコード®」を読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続すること
も可能です。なお、操作方法の詳細につきましては、お手持ちの携帯電話の取扱説明書をご確認ください。
（QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

(2)インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コー
ド」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に沿って各議案に対する賛否をご登録ください。

　
(3)インターネットによる議決権行使は、定時株主総会開催日の前日の2019年6月19日（水曜日）午後5時まで
受付いたしますが、議決権行使結果の集計の都合上、お早めに行使されるようお願い申しあげます。

　
(4)①書面による議決権行使とインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合は、インターネットによ

るものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
　 ②インターネットにより議決権を複数回行使された場合、又はパソコンと携帯電話で重複して議決権を行使

された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
　
(5)議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信事業者への通信料金等は株主
様のご負担となります。

　
(6)①パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証番

号同様、大切にお取り扱いください。
　 ②パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合は、画

面の案内に沿ってお手続きください。
　 ③議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に限り有効です。
　
(7)インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下の照会先にお問い合わせください
ますようお願い申しあげます。

　

三井住友信託銀行株式会社 証券代行ウェブサポート
【専用ダイヤル】 [電話] 0120-652-031（午前9時～午後9時）

〈議決権行使に関する事項以外のご照会〉
[電話] 0120-782-031（平日午前9時～午後5時）

　

2．機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームについて
　
　 機関投資家の皆様につきましては、株式会社ＩＣＪが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」の利用
を事前に申し込まれた場合には、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

以 上

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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The Sumitomo Warehouse Co.,Ltd. 4

株 主 総 会 参 考 書 類

第1号議案 剰余金の処分の件
当社は、2017年度を初年度とする3か年の中期経営計画において資本政策に関する基
本方針を定め、剰余金の配当については連結配当性向35％を目安に実施することとし、
また、利益水準にかかわらず、1株につき30円（2018年10月1日を効力発生日とした株
式併合を考慮した金額）の年間配当額を維持することを目標としております。
当期は、海運セグメントに係る減損損失を計上しましたが、政策保有株式売却により
取得した資金の一部を株主の皆様に還元するため、当該減損損失を考慮しない場合の利
益に基づく配当を実施することといたしました。この結果、期末配当金につきましては、
次のとおり普通配当13円に特別配当15円50銭を加えた、1株につき28円50銭とさせて
いただきたいと存じます。
また、内部留保につきましては、今後、企業価値向上を図るための投資等に充当する
ものとし、将来の事業展開を通じて株主の皆様に還元させていただく所存です。
　期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき金28円50銭（普通配当13円、特別配当15円50銭）とし、
総額2,436,912,735円を利益剰余金から配当いたします。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2019年6月21日

（注）2018年12月3日に1株につき8円50銭（2018年10月1日を効力発生日とした株
式併合前の株式数を前提としております。）の中間配当を実施いたしました。株式
併合を考慮した場合、中間配当金は1株につき17円であり、年間の配当金は1株に
つき45円50銭となります。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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第2号議案 取締役6名選任の件
取締役6名全員（うち社外取締役2名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりま
すので、社外取締役2名を含む取締役6名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

　

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当

１
お の たか のり

小 野 孝 則 再任 代表取締役社長 社長執行役員

２
ま じま ひろし

間 嶋 弘 再任
代表取締役専務執行役員
（管理部門管掌 総務部、経理部、事業推進部、
　情報システム部担当）

３
お が わら ひろ ゆき

小 河 原 弘 之 再任 取締役常務執行役員
（海上業務・国際各部門管掌 海上業務部担当）

４
の もと じゅん

野 本 純 新任

常務執行役員
（海外事業部、グローバル・ロジスティクス営業部、
　西日本グローバル・ロジスティクス営業部、航空
　貨物部、国際プロジェクト室担当、国際プロジェ
　クト室長）

５
かわ ち ゆう き

河 内 悠 紀 再任
社外取締役
候 補 者

独立役員
取締役

６
やま ぐち しゅう じ

山 口 修 司 再任
社外取締役
候 補 者
独立役員

取締役

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

１

お の たか のり

小 野 孝 則
1953年12月19日生

再任

1977年 4月 当社入社
2010年 6月 同執行役員営業開発部長
2012年 6月 同執行役員営業開発部長兼国際プロジェク

ト室長
2013年 6月 同取締役常務執行役員

(海外事業部、営業開発部、営業第二部、
国際プロジェクト室担当)

2015年 6月 同代表取締役社長 社長執行役員
現在に至る

26,830株

［取締役候補者とした理由］
　小野孝則氏は、主に当社の国際部門で培った豊富な経験と識見を有するとともに、代表取締役社長
就任以降、当社の企業価値向上に資するべく強いリーダーシップで当社の経営を牽引しており、今後
も更なる貢献が見込まれることから取締役候補者としたものであります。

２

ま じま ひろし

間 嶋 弘
1952年9月7日生

再任

1976年 4月 当社入社
2010年 6月 同執行役員総務部長
2010年10月 同執行役員総務部長兼東京総務部長
2013年 6月 同取締役常務執行役員

(総務部、経理部、事業推進部、情報シス
テム部担当)

2015年 6月 同代表取締役専務執行役員
(管理部門管掌 総務部、経理部、事業推
進部、情報システム部担当)
現在に至る

31,830株

［取締役候補者とした理由］
　間嶋 弘氏は、主に当社の管理・業務各部門で培った豊富な経験と識見を有するとともに、代表取
締役として当社の経営の中核を担っており、今後も更なる貢献が見込まれることから取締役候補者と
したものであります。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

３

お が わら ひろ ゆき

小 河 原 弘 之
1952年3月25日生

再任

1976年11月 当社入社
2007年 1月 Union Services (S'pore) Pte Ltd 社長
2011年 6月 当社執行役員本店支配人兼

Union Services (S'pore) Pte Ltd 社長
2013年 6月 当社執行役員横浜支店長
2015年 6月 同取締役常務執行役員

(海上業務・国際各部門管掌 海上業務部
担当)
現在に至る
Ｊ－ＷｅＳｃｏ株式会社 代表取締役社長
現在に至る

［重要な兼職の状況］
　Ｊ－ＷｅＳｃｏ株式会社 代表取締役社長

13,500株

［取締役候補者とした理由］
　小河原弘之氏は、主に当社の海上業務・国際各部門における豊富な経験に基づき、取締役として当
社の経営の中核を担っており、今後も更なる貢献が見込まれることから取締役候補者としたものであ
ります。
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

４

の もと じゅん

野 本 純
1951年8月28日生

新任

1976年 4月 当社入社
2005年 6月 同国際業務部長
2006年 4月 同海外事業部長
2008年 6月 同監査部長
2011年 6月 同本店支配人
2011年 9月 Ｊ－ＷｅＳｃｏ株式会社 代表取締役社長
2015年 6月 当社常務執行役員

(海外事業部、営業開発部、営業第二部、
国際プロジェクト室担当)

2017年 4 月 同常務執行役員
(海外事業部、グローバル・ロジスティクス
営業部、西日本グローバル・ロジスティク
ス営業部、航空貨物部、国際プロジェクト
室担当)

2018年 6 月 同常務執行役員
(海外事業部、グローバル・ロジスティクス
営業部、西日本グローバル・ロジスティク
ス営業部、航空貨物部、国際プロジェクト
室担当、国際プロジェクト室長)
現在に至る

9,700株

［取締役候補者とした理由］
　野本 純氏は、長年にわたり当社の国際部門に携わってきたほか、2015年からは常務執行役員と
して国際部門の各組織を統率しており、この経験が当社の経営に資するものと期待されるため、取締
役候補者としたものであります。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



9 The Sumitomo Warehouse Co.,Ltd.

候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

５

かわ ち ゆう き

河 内 悠 紀
1940年2月14日生

再任

社外取締役候補者

独立役員

1966年 4月 検事任官
1999年12月 仙台高等検察庁検事長
2001年11月 名古屋高等検察庁検事長
2002年 6月 大阪高等検察庁検事長
2003年 2月 検事長退官
2003年 3月 弁護士登録
2003年 6月 当社監査役
2012年 2月 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構

社外監査役
現在に至る

2015年 6月 当社監査役退任
当社取締役
現在に至る

［重要な兼職の状況］
　株式会社東日本大震災事業者再生支援機構 社外監査役

0株

［社外取締役候補者とした理由］
　河内悠紀氏は、仙台・名古屋・大阪各高等検察庁検事長及び弁護士としての専門的な知識・経験を
有しており、当社社外監査役及び社外取締役としての在任期間中、独立した立場から的確な意見を述
べ、その職責を十分に果たしていただいております。同氏は当社の業務内容に精通していること、上
記のとおり専門的な知識・経験を有していることから、引き続きこれらを当社の経営の監督に活かし
ていただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は社外取締役又は
社外監査役となること以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、
社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月15日 18時14分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

６

やま ぐち しゅう じ

山 口 修 司
1956年12月27日生

再任

社外取締役候補者

独立役員

1982年 4月 弁護士登録
1987年 4月 英国クライド・アンド・カンパニー法律事

務所所属
1990年 9月 岡部・山口法律事務所開設
2000年 3月 ザインエレクトロニクス株式会社 社外監

査役
2004年 6月 玉井商船株式会社 社外監査役

現在に至る
2010年 1月 岡部・山口法律事務所 代表
2014年 4月 法務省法制審議会商法（運送・海商関係）

部会委員
2014年 6月 当社監査役
2016年 2月 法務省法制審議会商法（運送・海商関係）

部会委員退任
2016年 3月 ザインエレクトロニクス株式会社 社外監

査役退任
同社 社外取締役（監査等委員）
現在に至る

2017年 6 月 当社監査役退任
当社取締役
現在に至る

2017年 8 月 弁護士法人岡部・山口法律事務所 代表
現在に至る

［重要な兼職の状況］
　弁護士法人岡部・山口法律事務所 代表
　ザインエレクトロニクス株式会社 社外取締役（監査等委員）
　玉井商船株式会社 社外監査役

2,300株

［社外取締役候補者とした理由］
　山口修司氏は、弁護士として主に海事関係分野に関する専門的な知識・経験を有しており、当社社
外監査役及び社外取締役としての在任期間中、独立した立場から的確な意見を述べ、その職責を十分
に果たしていただいております。同氏は当社の業務内容に精通していること、上記のとおり専門的な
知識・経験を有していることから、引き続きこれらを当社の経営の監督に活かしていただくため、社
外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は社外取締役又は社外監査役となるこ
と以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役としての
職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。
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11 The Sumitomo Warehouse Co.,Ltd.

（注）１．小河原弘之氏は、当社の子会社であるＪ－ＷｅＳｃｏ株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社から事務代行業務等を
受託しております。その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．当社は、現在当社の社外取締役である河内悠紀及び山口修司の両氏との間で責任限定契約を締結しております。両氏の選任が
承認可決された場合、当社は両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。当該責任限定契約の内容の概要は、
会社法第423条第1項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金1千万円又は会社
法に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度額とするものであります。

３．河内悠紀及び山口修司の両氏は、社外取締役候補者であります。
４．河内悠紀氏の当社の社外取締役在任期間は本総会終結の時をもって4年、山口修司氏の当社の社外取締役在任期間は本総会終
結の時をもって2年であります。また、両氏は過去に当社の監査役でありました。

５．当社は、河内悠紀及び山口修司の両氏を株式会社東京証券取引所の規定に基づく独立役員として同取引所に届け出ておりま
す。

第3号議案 監査役2名選任の件
監査役 矢吹 治及び荒木喜代志の両氏は本総会終結の時をもって任期満了となります
ので、監査役2名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

１

や ぶき おさむ

矢 吹 治
1951年3月19日生

再任

1973年 4月 当社入社
2004年 6月 同取締役
2005年 6月 同取締役退任

同執行役員
2008年 6月 同取締役執行役員
2009年 6月 同代表取締役常務取締役
2010年 6月 同代表取締役常務執行役員
2013年 6月 同代表取締役専務執行役員
2015年 6月 同監査役（常勤）

現在に至る

24,900株

［監査役候補者とした理由］
　矢吹 治氏は、当社の経営の中枢を担った豊富な経験を有するほか、常勤の監査役として取締役会
への出席等を通じて職務執行に関する情報を収集し、内部統制システムの構築及び運用の状況を積極
的に監査するなど、その役割を適切に果たしてきたことから監査役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

２

あら き き よ し

荒 木 喜 代 志
1949年6月24日生

再任

社外監査役候補者

独立役員

1972年 4月 外務省入省
2006年 7月 駐スリランカ特命全権大使
2009年 4月 国際テロ対策協力担当大使
2009年10月 生物多様性条約第10回締約国会議担当

大使
2011年 3月 駐トルコ特命全権大使
2013年12月 外務省参与

現在に至る
2015年 6月 当社監査役

現在に至る
2019年 2月 トルコ・日本科学技術大学 理事会理事

現在に至る

0株

［社外監査役候補者とした理由］
　荒木喜代志氏は、長年にわたり外交官として培ってきた豊かな国際経験と幅広い知識・見識を有し
ており、当社社外監査役に在任中、独立した立場で的確な意見をいただいてきたことから、引き続き
社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は社外取締役又は社外監査役となる
こと以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役として
の職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、現在当社の監査役である矢吹 治及び荒木喜代志の両氏との間で責任限定契約を締結しております。両氏の選任が承
認可決された場合、当社は両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。当該責任限定契約の内容の概要は、会
社法第423条第1項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金1千万円又は会社法
に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度額とするものであります。

３．荒木喜代志氏は、社外監査役候補者であります。
４．荒木喜代志氏の当社の社外監査役在任期間は本総会終結の時をもって4年であります。
５．当社は、荒木喜代志氏を株式会社東京証券取引所の規定に基づく独立役員として同取引所に届け出ております。

以 上
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添付書類
　

事 業 報 告

(20182019
年
年
4
3
月
月
1
31
日から
日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当期の経済環境は、国内景気は堅調な設
備投資などを背景に、緩やかな回復基調が
続いたものの、期末にかけて輸出や生産に
落ち込みが見られました。世界経済は、米
国経済は引き続き堅調に推移しましたが、
アジアでは中国経済を中心に景気は緩やか
に減速しました。
物流業界におきましては、倉庫貨物の
荷動き及び保管残高は総じて前期を上回
りました。海運業界では、運賃水準は伸
び悩み、燃料油価格は高騰しました。不
動産賃貸業界では、都心部のオフィスビ
ルの空室率は引き続き改善傾向を示しま
した。
このような情勢のもと、当社グループに
おきましては、中期経営計画で掲げた目標
達成に向けて、倉庫施設の建設や不動産物
件の取得など、事業戦略に基づく施策を着
実に遂行してまいりました。
国内では、物流事業の基盤を一層強化す
べく、2018年5月に横浜市・南本牧埠頭
において定温設備等を備えた倉庫の建設
に、2019年2月には愛知県犬山市におい
て文書等情報記録媒体を取り扱う専用施設
の建設にそれぞれ着手しました。また、倉
庫内作業の効率化を図るため、新しい情報

通信技術を活用した物流システムの導入を
推進しました。
　海外では、タイの現地法人Rojana
Distribution Center Co., Ltd.が2018年
5 月 に、Sumiso (Laem Chabang) Co.,
Ltd.が同年11月にそれぞれ新倉庫を竣工
させたほか、新たにミャンマーにおいて駐
在員事務所を開設するなど、東南アジアを
中心に物流拠点を拡充いたしました。
不動産事業では、2018年4月に大阪府
吹田市において賃貸用不動産物件を取得す
るなど、事業の拡大を図ってまいりまし
た。
このような取組みのもと、当期の連結決
算につきましては、営業収益は、物流事業
が増収となったことから、1,861億7千2百
万円（前期比5.9％増）となりました。一
方、営業利益は、物流事業では倉庫業及び
国際輸送業を中心に堅調に推移しました
が、海運事業において、コンテナの輸送数
量が減少したことに加え、原油価格の上昇
により燃料費が増加したことなどから、87
億9千5百万円（前期比14.6％減）となり
ました。経常利益は、受取配当金の増加等
があったものの、112億9千5百万円（前期
比10.9％減）となりました。親会社株主に
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帰属する当期純利益は、政策保有株式の一
部売却に伴う投資有価証券売却益等を計上
する一方で、海運事業の固定資産に係る減
損損失等を計上したため、69億1千2百万
円（前期比17.3％減）となりました。

事業セグメント別の状況は次のとおりであ
ります。
［物流事業］
倉庫業では、前期に子会社化した株式会
社若洲の収益が寄与したことに加え、文書
等情報記録媒体の取扱いが堅調に推移した
ことにより、倉庫収入は259億2千3百万
円（前期比7.6％増）となりました。
港湾運送業では、一般荷捌及びコンテナ
荷捌が増収となったことから、港湾運送収
入は384億5千4百万円（前期比7.1％増）
となりました。
国際輸送業では、国際一貫輸送及びプロ
ジェクト輸送に加え、航空貨物輸送が増収
となったことから、国際輸送収入は400億
8千2百万円（前期比5.4％増）となりまし
た。
陸上運送業及びその他の業務では、ｅコ
マースに関連する輸送の取扱拡大に伴い陸
上運送収入が増収となったことから、陸上
運送ほか収入は468億3千4百万円（前期比
11.3％増）となりました。
以上の結果、物流事業の営業収益は
1,512億9千4百万円（前期比8.0％増）と
なり、営業利益は103億2千8百万円（前
期比4.7％増）となりました。

［海運事業］
海運事業では、在来貨物輸送の取扱いは
増加したものの、コンテナ輸送の取扱いが
減少したことから、営業収益は258億7千
3百万円（前期比2.1％減）となりました。
また、減収に加え、燃料費等が増加したこ
とにより、16億7千1百万円の営業損失
（前期は営業損失7千6百万円）となりまし
た。

［不動産事業］
不動産事業では、前期に一時収益を計上
していたことから、営業収益は104億7千
2百万円（前期比1.2％減）、営業利益は
50億5千8百万円（前期比3.6％減）とな
りましたが、賃貸物件におけるテナントの
新規入居や賃貸用不動産物件の取得など、
同事業は概ね堅調でありました。
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事業セグメント別営業収益

区 分
当 期

(20182019
年
年
4
3
月
月
１
31
日から
日まで)

前 期

(20172018
年
年
4
3
月
月
１
31
日から
日まで)

百万円 百万円

物 流 事 業 151,294 140,114
（倉 庫 収 入） （25,923） （24,091）
（港 湾 運 送 収 入） （38,454） （35,903）
（国 際 輸 送 収 入） （40,082） （38,033）
（陸 上 運 送 ほ か 収 入） （46,834） （42,085）
海 運 事 業 25,873 26,422
（海 運 事 業 収 入） （25,873） （26,422）
不 動 産 事 業 10,472 10,595
（不 動 産 事 業 収 入） （10,472） （10,595）
事業セグメント間内部営業収益 △1,467 △1,376
合 計 186,172 175,756

（注） 事業セグメント間内部営業収益は、物流事業、海運事業及び不動産事業の営業収益に含まれる各事業セグメント間の取引に
係る収益であります。

　
事業セグメント別営業利益

区 分
当 期

(20182019
年
年
4
3
月
月
１
31
日から
日まで)

前 期

(20172018
年
年
4
3
月
月
１
31
日から
日まで)

百万円 百万円

物 流 事 業 10,328 9,865
海 運 事 業 △1,671 △76
不 動 産 事 業 5,058 5,250
調 整 額 △4,920 △4,736
合 計 8,795 10,302

（注） 調整額は、主に各事業セグメントに帰属しない当社及び一部の連結子会社の管理部門に係る費用であります。
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（2）設備投資の状況
当期中の設備投資額は、159億3千5百万円であり、そのうち主要なものは次のとおりで
あります。
　物流事業
① 当期中に完成した主要設備

　

設備の内容 竣工年月

Sumiso (Laem Chabang) Co., Ltd. 倉庫（タイ、平屋建、延11,824㎡） 2018年11月
（着工：2018年2月）

② 当期中に取得した土地
　

内 容 取得年月

当 社
土地（神戸市、28,271㎡） 2018年7月

土地（神戸市、19,047㎡） 2019年1月

③ 当期末において工事を継続中の主要設備
　

設備の内容 竣工予定年月

当 社
倉庫（横浜市、5階建、延約25,390㎡） 2019年6月

（着工：2018年5月）

倉庫（愛知県犬山市、4階建、延約9,060㎡） 2020年4月
（着工：2019年2月）

Sumitomo Warehouse (Singapore) Pte Ltd 倉庫（シンガポール、5階建、延11,005㎡） 2019年5月
（着工：2018年3月）

　
　不動産事業
　① 当期中に取得した主要設備

　

設備の内容 取得年月

当 社 賃貸用共同住宅 2018年4月（大阪府吹田市、10階建、延3,643㎡）

　② 当期中に改修した主要設備
　

設備の名称及び工事の内容 完了年月

当 社 東京住友ツインビルディング（東京都中央区） 2019年3月　2018年度保全工事
　
　

（3）資金調達の状況
当期の所要資金につきましては、自己資金及び借入金により賄いました。当期は、当社
グループ外を引受先とする増資又は社債の発行等は行っておりません。
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（4）対処すべき課題
今後の日本経済は、中国経済の減速に伴
う輸出の停滞などが懸念されるものの、堅
調な内需を背景に緩やかな景気回復が続く
ものと期待されます。一方、米中貿易摩擦
の影響や欧州経済の下振れリスクにより、
世界経済は先行き不透明感が強まっていま
す。
物流業界におきましては、国際貨物の荷
動きは不安定な世界経済の影響を受けるこ
とが懸念されます。一方、不動産賃貸業界
におきましては、オフィスビルの空室率は
改善傾向が続くものと見込まれます。
このような情勢のなか、中期経営計画の
最終年度である2019年度は、物流事業の
更なる基盤強化と不動産事業の収益力拡大
に向けた取組みを加速いたします。また、
資本政策の基本方針に基づき、引き続き株
主還元の充実を図ってまいります。
当社グループは、持続的な成長と企業価
値向上を目指し、各事業における事業戦略
として次の施策に取り組んでまいります。
【国内物流】
① 長期的な視点に立ち、安定した収益
を継続的に生み出すため、倉庫施設
の再構築に努める。

② 新しい情報通信技術を活用し、業務
の標準化と物流オペレーションの効
率化を推進する。

【海外物流】
① 旺盛な物流需要が見込まれる東南ア
ジアを中心に、倉庫施設の新設や拠
点の体制強化に取り組む。

② 既存拠点における積極的な設備投資
を推進し、国際物流ネットワークの
更なる拡充を図る。

【海運事業】
　 業績改善を目指し、輸送数量の拡大
や収益性の向上に注力するとともに、
経費削減に努める。

【不動産事業】
① 首都圏・阪神圏をはじめとする都市
部において、新規賃貸物件の積極的
取得を目指す。

② 保有土地の再開発は、周辺状況の変
化を捉え、最適な計画の策定を進め
る。

当社は、本年7月1日をもちまして創業
120周年を迎えます。これもひとえに株主
の皆様をはじめとする多くの方々のご理解
とご支援の賜物と深く感謝しております。
今後も事業基盤を一層強固なものにする
ことで、更なる飛躍を目指すとともに、社
会・環境問題等への取組みを通じて、ステ
ークホルダーの皆様との良好な関係構築に
努めてまいります。
株主の皆様におかれましては、変わらぬ
ご理解とご支援を賜りますようお願い申し
あげます。
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（5）財産及び損益の状況の推移
区 分 第139期

（2015年度）
第140期
（2016年度）

第141期
（2017年度）

第142期(当期)
（2018年度）

営 業 収 益 (百万円) 172,257 165,256 175,756 186,172
営 業 利 益 (百万円) 10,768 9,189 10,302 8,795
経 常 利 益 (百万円) 12,784 11,327 12,684 11,295
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 8,082 7,802 8,358 6,912
１株当たり当期純利益 (円) 90.45 87.31 94.84 79.80
総 資 産 (百万円) 299,886 305,163 342,086 322,683
純 資 産 (百万円) 169,451 178,836 193,593 187,475

（注）１． 1株当たり当期純利益は期中平均の発行済株式の総数に基づき算出しております。なお、期中平均の発行済株式の総数に
ついては自己株式数を控除した株式数を用いております。

２． 2018年10月1日をもって、当社普通株式2株につき1株の割合で株式併合を行ったため、1株当たり当期純利益は、第
139期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

３．当期から「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）等を適用したことに
伴い、第139期末、第140期末及び第141期末の「総資産」については、当該会計基準等を遡って適用し、算定してお
ります。
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（6）重要な子会社の状況（2019年3月31日現在）
　

区 分 会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容
百万円 ％

物流事業
（倉庫業）

住友倉庫九州株式会社 80 100.0 倉 庫 業

株 式 会 社 若 洲 80 100.0 倉 庫 業
百万円 ％

物流事業
（港湾運送業）

泉 洋 港 運 株 式 会 社 55 68.9
（11.6） 港 湾 運 送 業

ニッケル.エンド.ライオンス
株式会社 40 62.0 港 湾 運 送 業

物流事業
（国際輸送業）

千米ドル ％
Sumitomo Warehouse
(U.S.A.), Inc. 13,984 100.0 倉 庫 業

千ユーロ
Sumitomo Warehouse
(Europe) GmbH 4,936 100.0 倉 庫 業

千シンガポールドル
Sumitomo Warehouse
(Singapore) Pte Ltd 24,400 100.0 倉 庫 業

Union Services
(S'pore) Pte Ltd 500 100.0 構 内 作 業

運 送 取 扱 業
千米ドル

住友倉儲（中国）有限公司 20,000 100.0 倉 庫 業
千香港ドル

香港住友倉儲有限公司 4,000 100.0 運 送 取 扱 業
百万円 ％

物流事業
（陸上運送業）

遠州トラック株式会社 1,284 60.7 自 動 車 運 送 業

井 住 運 送 株 式 会 社 100 100.0 自 動 車 運 送 業
百万円 ％

海運事業
Ｊ－ＷｅＳｃｏ株式会社 10 70.6

（0.2）
Westwood Shipping
Lines, Inc.の経営管理

千米ドル
Westwood Shipping
Lines, Inc. 1 100.0

（100.0） 海 上 運 送 業

（注）１．出資比率は、自己株式数を控除して計算しております。
２．出資比率欄の括弧内は、当社の子会社による出資比率を内数で示しております。
３．株式会社若洲は、2018年6月に減資を実施し、資本金は80百万円（前期末230百万円）となりました。
４． Sumitomo Warehouse (Singapore) Pte Ltdは、2018年9月に当社を引受先とする増資を実施し、資本金は24,400

千シンガポールドル（前期末2,000千シンガポールドル）となりました。
　

連結子会社は上記の重要な子会社14社を含め44社（前期末44社）、持分法適用会社は6社
（前期末7社）であります。
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（7）主要な事業内容（2019年3月31日現在）
物 流 事 業
倉 庫 業 国内における、寄託を受けた物品を倉庫に保管する業務並びに寄託貨物

の入出庫及びこれに付随する流通加工等の業務
港湾運送業 国内の港湾における、海上運送に接続する貨物の船積み及び陸揚げ並び

にその荷捌き等の業務
国際輸送業 陸海空の各種輸送手段を結合し、輸出入貨物の国際複合輸送を取り扱う

業務並びに海外における保管、荷役及び運送等を取り扱う業務
陸上運送業 国内における、自動車を使用する貨物運送業務並びに自動車及び鉄道に

よる運送を取り扱う業務
海 運 事 業 船舶を使用する貨物運送業務及び海運代理店等の業務
不 動 産 事 業 事務所及び土地等を売買、賃貸及び管理する業務

　

（8）主要な事業所（2019年3月31日現在）
① 当社の主要な事業所
区 分 名 称 所在地 名 称 所在地
本 店 本 社 大阪市 東京本社 東京都港区

支 店
大阪支店 大阪市 神戸支店 神戸市
東京支店 東京都港区 横浜支店 横浜市
名古屋支店 名古屋市

　
② 重要な子会社の主要な事業所
区 分 名 称 所在地

物流事業

住友倉庫九州株式会社 福岡市
株式会社若洲 東京都江東区
泉洋港運株式会社 神戸市
ニッケル．エンド．ライオンス株式会社 神戸市
Sumitomo Warehouse (U.S.A.), Inc. 米国
Sumitomo Warehouse (Europe) GmbH ドイツ、ベルギー、英国
Sumitomo Warehouse (Singapore) Pte Ltd シンガポール
Union Services (S'pore) Pte Ltd シンガポール
住友倉儲（中国）有限公司 中国
香港住友倉儲有限公司 中国
遠州トラック株式会社 静岡県袋井市
井住運送株式会社 兵庫県尼崎市

海運事業
Ｊ－ＷｅＳｃｏ株式会社 東京都港区
Westwood Shipping Lines, Inc. 米国
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（9） 従業員の状況（2019年3月31日現在）
区 分 人 数（前期末比増減）

物 流 事 業 3,855名 （ 124名増 )
海 運 事 業 127名 （ 11名増 )
不 動 産 事 業 45名 （ 増減なし )
管 理 部 門 149名 （ 3名減 )
合 計 4,176名 （ 132名増 )

　
（10）主要な借入先（2019年3月31日現在）

借 入 先 借入金残高
百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 8,507

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,467

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 4,000

農 林 中 央 金 庫 2,870

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 2,500
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２．会社の株式に関する事項（2019年3月31日現在）
（1）発行可能株式総数 200,000,000株
（2）発行済株式の総数 86,386,615株
（3）株主数 6,337名
（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率
千株 ％

住 友 不 動 産 株 式 会 社 7,854 9.19
大 和 ハ ウ ス 工 業 株 式 会 社 5,000 5.85
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,988 4.66
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,626 4.24
STATE STREET CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM44 2,624 3.07
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 2,067 2.42
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,798 2.10
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 1,795 2.10
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,790 2.09
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,775 2.08

（注）持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数（880,905株）を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
　

① 株式併合及び単元株式数の変更
2018年10月1日をもって、当社普通株式2株につき1株の割合で株式併合を行う
とともに、発行可能株式総数を395,872,000株から200,000,000株に変更しまし
た。また、同日をもって、単元株式数を1,000株から100株に変更しました。

② 自己株式の取得
　 2018年10月26日開催の取締役会決議に基づき取得した自己株式

取得した株式の種類 当社普通株式
取得した株式の総数 1,800,000株
取得した株式の総額 2,495,590,500円
取得期間 2018年11月7日から2019年1月11日まで

③ 自己株式の消却
　 2018年10月26日開催の取締役会決議に基づき消却した自己株式

消却した株式の種類 当社普通株式
消却した株式の数 1,800,000株
消却した日 2019年3月29日
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）新株予約権の状況（2019年3月31日現在）

　

名 称 発行決議の日
新 株
予約権
の個数

目的となる
株式の種類
及 び 数

払込金額
（新株予約権
1個当たり）

行使価額
（1株当たり） 行使期間

2010 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権

2010年
11月5日 20個 当社普通株式

10,000株 無償 838円 2012年11月6日から
2020年11月5日まで

2011 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権

2011年
11月7日 20個 当社普通株式

10,000株 無償 710円 2013年11月8日から
2021年11月7日まで

2012 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権

2012年
8月30日 20個 当社普通株式

10,000株 無償 708円 2014年8月31日から
2022年8月30日まで

2013 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権

2013年
8月29日 95個 当社普通株式

47,500株 無償 1,240円 2015年8月30日から
2023年8月29日まで

2014 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権

2014年
8月28日 80個 当社普通株式

40,000株 無償 1,126円 2016年8月29日から
2024年8月28日まで

2015年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権

2015年
8月28日 92個 当社普通株式

46,000株 563,000円 1円 2018年9月17日から
2035年9月16日まで

2016年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権

2016年
8月30日 145個 当社普通株式

72,500株 483,000円 1円 2019年9月21日から
2036年9月20日まで

2017年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権

2017年
8月31日 104個 当社普通株式

52,000株 698,000円 1円 2020年9月20日から
2037年9月19日まで

2018年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権

2018年
6月27日 91個 当社普通株式

45,500株 643,000円 1円 2021年7月18日から
2038年7月17日まで

　

(注) １．上記の各新株予約権の行使に際しては当社が保有する自己株式を充当する予定であり、新株式の発行は行わない予定で
あります。

２． 2018年10月1日をもって、当社普通株式2株につき1株の割合で株式併合を行ったことにより、「目的となる株式の種類
及び数」並びに「行使価額（1株当たり）」の項目に記載の内容（「行使価額（1株当たり）」の項目については2010年度
から2014年度までのストックオプション新株予約権に限ります。）はそれぞれ調整されております。

３．株価条件付株式報酬型ストックオプション新株予約権の割当時の払込金額は、新株予約権の割当てを受けた者が当社に
対して有する報酬債権と相殺されております。

４．株価条件付株式報酬型ストックオプション新株予約権の割当てを受けた者が行使できる新株予約権の個数は、以下に記
載の株価条件に従い制限されます。　
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［株価条件］
（１）当社株価成長率がＴＯＰＩＸ（東証株価指数）成長率と同じか、これを上回った場合には、割

り当てられた新株予約権すべてを行使することができる。
　

当社株価成長率（ｇ）及びＴＯＰＩＸ成長率（ｇTOPIX）は、次に定める計算式により算出
する。ただし、当社が、新株予約権を割り当てる日（以下、割当日という）の属する月の直
前３か月の初日後の日を効力発生日とする当社普通株式についての株式分割（当社普通株式
の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行い、当社株
価の連続性が保たれなくなった場合には、当社は、当社株価成長率の算定に用いる数値を、
株式分割又は株式併合の比率等に応じ、合理的な範囲で適切に調整することができる。また、
上記のほか、当社が割当日の属する月の直前３か月の初日後の日を効力発生日とする合併又
は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて当社株価成長率の算定に用いる数値の調
整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲でこれを適切に調整することができる。

　
ｇ＝（ａ＋ｂ）÷ｃ
ａ：割当日から３年を経過する日の属する月の直前３か月の各日の東京証券取引所にお
ける当社普通株式の終値平均値

ｂ：割当日後３年間における当社普通株式１株当たりの配当金の総額
ｃ：割当日の属する月の直前３か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終
値平均値

　
ｇTOPIX＝ｄ÷ｅ
ｄ：割当日から３年を経過する日の属する月の直前３か月の各日のＴＯＰＩＸの終値平
均値

ｅ：割当日の属する月の直前３か月の各日のＴＯＰＩＸの終値平均値
　
（２）当社株価成長率がＴＯＰＩＸ成長率を下回った場合には、行使することができる新株予約権の

個数（Ｘ）を次の計算式により算出し、１個未満の端数は切り捨てる。
　

Ｘ＝Ｙ×ｇ÷ｇTOPIX
Ｙ ：割り当てられた新株予約権の個数
ｇ ：当社株価成長率
ｇTOPIX：ＴＯＰＩＸ成長率
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（2）当社役員が保有している新株予約権の状況（2019年3月31日現在）

名 称 取締役
（社外取締役を除く） 監査役

2010 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権 ― ―

2011 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権 ― ―

2012 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権 ― ―

2013 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権 30個（2名） 19個（1名）

2014 年 度 ス ト ッ ク
オプション新株予約権 15個（1名） ―

2015年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権 62個（4名） 3個（1名）

2016年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権 78個（4名） 4個（1名）

2017年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権 53個（4名） ―

2018年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権 57個（4名） ―

（注）１．上記の各新株予約権は取締役としての職務執行の対価として交付されたものであります。
２．監査役が保有する新株予約権は、当該監査役が取締役又は執行役員の地位にあった時に交付されたものであります。
３．社外取締役は新株予約権を保有しておりません。

　
（3）当期中に執行役員（取締役兼務者を除く）に交付した新株予約権の状況

　
名 称

新 株
予約権
の個数

目的となる
株式の種類
及 び 数

執行役員
（取締役兼務者を除く）

2018年度株価条件付株式報酬型
ストックオプション新株予約権 34個 当社普通株式

17,000株 34個（10名）
　（注）１．上記の新株予約権は執行役員としての職務執行の対価として交付されたものであります。

２． 2018年10月1日をもって、当社普通株式2株につき1株の割合で株式併合を行ったことにより、「目的となる株式の種類
及び数」の項目に記載の内容は調整されております。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2019年3月31日現在）

地 位 氏 名 管掌・担当及び重要な兼職の状況等
代 表 取 締 役 社 長
（社長執行役員を兼務）

小 野 孝 則

代 表 取 締 役
（専務執行役員を兼務）

間 嶋 弘 管理部門管掌
総務部、経理部、事業推進部、情報システム部担当

取 締 役
（常務執行役員を兼務）

小 林 雅 行 業務・不動産・国内営業各部門管掌
業務部、アーカイブズ事業部、関連事業部、
開発事業部、監査部、道頓堀再開発室担当

取 締 役
（常務執行役員を兼務）

小河原 弘 之 海上業務・国際各部門管掌
海上業務部担当
Ｊ－ＷｅＳｃｏ株式会社 代表取締役社長

取 締 役 河 内 悠 紀 弁護士
株式会社東日本大震災事業者再生支援機構 社外監査役

取 締 役 山 口 修 司 弁護士
弁護士法人岡部・山口法律事務所 代表
ザインエレクトロニクス株式会社 社外取締役（監査等
委員）
玉井商船株式会社 社外監査役

監 査 役 (常 勤) 矢 吹 治
監 査 役 (常 勤) 井 上 正 明
監 査 役 馬 渕 睦 夫
監 査 役 荒 木 喜代志
監 査 役 高 橋 和 人 公認会計士、税理士

（注）１．取締役河内悠紀及び山口修司の両氏は、社外取締役であります。
２．監査役馬渕睦夫、荒木喜代志及び高橋和人の各氏は、社外監査役であります。
３．取締役河内悠紀及び山口修司並びに監査役馬渕睦夫、荒木喜代志及び高橋和人の各氏は、株式会社東京証券取引所の定

めに基づき届け出た独立役員であります。
４．監査役高橋和人氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
５．安部正一氏は、2018年5月4日に逝去により取締役を退任しました。なお、同氏は当社代表取締役会長であり、住友不

動産株式会社 社外取締役を兼職しておりました。
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　（ご参考）
2019年3月31日現在の取締役兼務者以外の執行役員は次のとおりであります。

常務執行役員 藤 村 成 一 東日本営業部、西日本営業部、プロジェクト室、
ロジスティクス・エンジニアリング推進室、
物流営業管理室担当
プロジェクト室長

常務執行役員 野 本 純 海外事業部、グローバル・ロジスティクス営業部、
西日本グローバル・ロジスティクス営業部、
航空貨物部、国際プロジェクト室担当
国際プロジェクト室長

執 行 役 員 古 川 茂 樹 関連事業部長
執 行 役 員 石 井 昌 久 大阪梱包運輸株式会社社長
執 行 役 員 江 口 忠 衛 ニッケル．エンド．ライオンス株式会社社長
執 行 役 員 角 谷 曜 雄 経理部長
執 行 役 員 岩 澤 修 一 グローバル・ロジスティクス営業部長
執 行 役 員 宗 克 典 横浜支店長
執 行 役 員 松 永 透 神戸支店長
執 行 役 員 坂 口 晃 総務部長
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（2）責任限定契約の内容の概要
　

当社は、定款の規定に基づいて、各社外取締役及び各監査役との間で責任限定契約を締
結しております。当該責任限定契約の内容の概要は、会社法第423条第1項の損害賠償責任
について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金1千万円又は会社法に
定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度額とするものであります。

（3）取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 支給人員 報酬等の額
取 締 役 7名 315百万円
監 査 役 5名 80百万円
合 計 12名 396百万円

　

（注）１．上記には、2018年5月4日に逝去により退任した取締役1名が含まれております。
２．上記報酬等の額には、取締役（社外取締役を除く）に対する株式報酬型ストックオプションとして割り当てた新株予約

権に関する報酬等の額36百万円が含まれております。
３．上記報酬等の額のうち、社外取締役2名及び社外監査役3名の報酬等の額の合計は40百万円であります。
４．上記報酬等の額のほか、2005年6月29日開催の第128期定時株主総会における役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支

給の決議に基づき、当期中に逝去により退任した取締役1名に対して退職慰労金127百万円を支給しております。
５. 取締役の報酬限度額は、金銭による報酬等の額として月額33百万円（2006年6月第129期定時株主総会決議）及び株式

報酬型ストックオプションとして取締役（社外取締役を除く）に割り当てる新株予約権に関する報酬等の額として年額
60百万円（2015年6月第138期定時株主総会決議）であります。また、監査役の報酬限度額は、月額8百万円（2006
年6月第129期定時株主総会決議）であります。
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（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

　

区 分 氏 名 重要な兼職先と当社との関係

取 締 役

河 内 悠 紀 兼職先である株式会社東日本大震災事業者再生支援機構
は、当社との間に特別の関係はありません。

山 口 修 司
兼職先である弁護士法人岡部・山口法律事務所、ザインエ
レクトロニクス株式会社及び玉井商船株式会社は、いずれ
も当社との間に特別の関係はありません。

　
② 当期における主な活動状況

　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役

河 内 悠 紀
当期開催の取締役会15回すべてに出席し、検事及び弁護士
として長年培ってきた専門的見地に基づき、会社の業務執
行から独立した観点で発言を行っております。

山 口 修 司
当期開催の取締役会15回すべてに出席し、弁護士として培
ってきた海事関係に関する専門的な知識に基づき、会社の
業務執行から独立した観点で発言を行っております。

監 査 役

馬 渕 睦 夫
当期開催の取締役会15回すべてに、また監査役会12回す
べてに出席し、主に外交官として培ってきた豊かな国際経
験と幅広い見識に基づく発言を行っております。

荒 木 喜代志
当期開催の取締役会15回すべてに、また監査役会12回す
べてに出席し、主に外交官として培ってきた豊富な国際経
験・知識に基づく発言を行っております。

高 橋 和 人
当期開催の取締役会15回すべてに、また監査役会12回の
うち11回に出席し、公認会計士として長年培ってきた専門
的見地から発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）当期に係る会計監査人の報酬等の額
　

① 当社の当期に係る会計監査人の報酬等の額 45百万円
② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 75百万円

　

（注）１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積の算定根拠等を確認し検証した結果、会計
監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の
額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記①の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当 社 の 重 要 な 子 会 社 の う ち、Sumitomo Warehouse (U.S.A.), Inc.、Sumitomo Warehouse (Europe)
GmbH、Sumitomo Warehouse (Singapore) Pte Ltd、Union Services (S'pore) Pte Ltd、住友倉儲（中国）
有限公司、香港住友倉儲有限公司及びWestwood Shipping Lines, Inc.は、当社の会計監査人以外の監査法人の
監査を受けております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、当社都合の場合のほか、会計監査人が、会社法、公認会計士法等の法令に
違反若しくは抵触した場合又は公序良俗に反する行為を行ったと判断した場合等には、そ
の事実に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の是非の検討を行い、解任又は不再任が
妥当であると判断したときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当するときは、監査役全員
の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役が、
解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任した理由を報
告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制
　 及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制
の概要
① 当社及び当社の子会社（以下、当社グ
ループという）の取締役及び従業員の職
務の執行が、法令及び定款等に適合する
ことを確保するための体制
当社グループは、事業活動を推進す
るにあたり、法令遵守はもとより、
社会規範及び企業倫理に則った公正
かつ適正な経営を実現するとともに、
その透明性を高め、将来にわたり社
会的責任を果たすことができるよう、
以下の諸施策を実施する。
ア．当社はコンプライアンス規則、住友
倉庫グループ企業行動指針、住友倉庫
グループ企業行動基準及びコンプライ
アンス・マニュアルを定め、当社グル
ープの業務に従事するすべての者は、
法令、各社の社内規則、社会規範及び
企業倫理を遵守する。
イ．当社はＣＳＲ委員会を設置し、コン
プライアンスに関する社内規則等の立
案を行い取締役会に付議するほか、関
係部署と連携してコンプライアンスに
関する教育・研修を充実させるなど、
取締役及び従業員に対しその周知、徹
底を図る。
ウ．当社は、独立性を有する社外取締役
を選任することにより、取締役会の意
思決定及び取締役の職務執行に関する
経営監督機能の更なる強化を図る。

エ．当社は、当社及び主要な子会社の取
締役等が出席する内部統制連絡会を定
期的に開催し、法令遵守及び法令の制
定・改廃等に関する情報交換を行うな
ど、コンプライアンスに対する意識の
向上に努める。
オ．当社は、通報先を社内窓口及び社外
の複数の弁護士とする内部通報制度を
適正に運用することにより、コンプラ
イアンスに係る問題について情報を早
期に入手し、的確に対処する。子会社
はその規模等に応じて、内部通報制度
を適切に整備する。なお、当社グルー
プは内部通報を行った者に対し、当該
通報を行ったことを理由とする不利な
取扱いは一切行わない。
カ．当社グループは、市民社会の秩序や
安全に脅威を与える反社会的勢力とは
一切の関係を持たないこととし、反社
会的勢力による不当要求は拒絶する。

② 当社グループの取締役の職務の執行に
係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．当社グループは、株主総会議事録、
取締役会議事録のほか、取締役の重要
な意思決定に関する情報が記載された
文書（電磁的記録を含む。以下同じ）
を、法令及び社内規則に基づき定めら
れた期間、保存する。
イ．当該文書は、担当部署が適正に管理
し、取締役及び監査役からの要請に備
え常時検索及び閲覧可能な状態を維持
する。
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③ 当社グループの損失の危険の管理に関
する規程その他の体制
ア．当社は、リスク管理規則において
定められた基本方針等に基づき、当社
グループの事業活動上のリスクに関す
る管理体制を整備する。
イ．当社は、当社グループの事業活動に
おける重大なリスクが発生した場合に
は、速やかに担当部署を定め、可能な
限り損失を回避するよう努める。
ウ．当社は、当社グループにおいて不測
の事態や危機が発生した場合の報告体
制、対応要領等を整備する。
エ．監査部は、当社及び主要な子会社の
リスク管理に関する事項についての内
部監査を実施する。

④ 財務報告の基本方針及び財務報告の信
頼性を確保するための体制
ア．当社は、法令及び一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準等の定める
ところにより、財務報告を行う。
イ．取締役会及び監査役は、財務報告の
信頼性を確保するため、財務報告プロ
セスの合理性及び内部統制システムの
有効性に関して適切な監督及び監視を
行う。

⑤ 取締役の職務執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制
ア．取締役会は、執行役員制度の導入に
より少人数の取締役で構成し、迅速か
つ機動的に重要な業務執行に関する意
思決定を行うほか、各取締役の職務執
行状況を監督する。監査役は取締役会
に出席し、必要に応じて意見を述べ
る。

イ．当社は、執行役員の業務執行上の職
責に応じて役付執行役員を選定し、執
行役員の業務執行機能の強化を図る。
ウ．当社は、常務執行役員以上で構成す
る常務会を設置し、取締役会付議議案
の事前の検討やその他経営上の重要事
項の審議を行うなど、意思決定の一層
の効率化を図る。
エ．上記の経営管理組織における決定に
基づく業務執行については、取締役会
決議に基づき役割を分担する執行役員
等が、社内規則で定められた執行手続
きにより効率的に実施する。
オ．当社は、業務執行状況を適切に把
握・管理し、経営資源配分の最適化を
図る。

⑥ 当社グループにおける業務の適正を確
保するための体制
ア．当社の子会社の取締役の職務執行に
係る事項の当社への報告に関する体制
(ア)当社は、子会社の業績及び財務状
況に関する情報について定期的に報
告を受けるとともに、当該子会社に
おいて経営上重要な事項を決定する
場合又は業務上重要な事項が発生し
た場合は、当社への報告が行われる
又は必要に応じ当社への事前協議等
が行われる体制を構築する。
(イ)当社は、当社の取締役及び常勤の
監査役等並びに主要な子会社の代表
取締役等が出席する関係会社打合会
を定期的に開催し、各子会社の現況
について報告させるとともに、経営
に関する重要な事項等について情報
交換を行う。
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イ．当社の子会社の取締役の職務執行が
効率的に行われることを確保するため
の体制
(ア)当社は、子会社の統括及び指導を
行う部署（以下、子会社担当部とい
う）を設置する。監査部は適宜子会
社の内部監査を行う。
(イ)当社は、子会社の経営の自主性及
び独立性を前提としつつ、子会社の
適正な管理を図るために関係会社管
理要領を制定し、また当社グループ
内の資金を有効活用するなど、当社
グループの経営の効率性向上に努め
る。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき従業員
を置くことを求めた場合における当該従
業員に関する事項、その従業員の取締役
からの独立性に関する事項及びその従業
員に対する指示の実効性の確保に関する
事項
ア．監査役の業務補助及び監査役会の運
営に関する事務を行う組織として監査
役室を設置し、同室には専任者を置
く。
イ．監査役室に所属する従業員の人事評
価は常勤の監査役が行うとともに、異
動等人事に関する事項については事前
に常勤の監査役の同意を得る。
ウ．監査役室に所属する従業員は、監査
役の指揮命令に従うとともに、監査役
の指示による調査権限を有する。

⑧ 監査役への報告に関する体制
ア．当社の取締役及び従業員が当社の監
査役に報告をするための体制
(ア)監査役は、取締役会のほか、当社

　の経営に関する重要な会議への出席
等により、取締役及び従業員からそ
の職務の執行状況の報告を受ける。
(イ)取締役は、当社及び当社グループ
に著しい損害を及ぼすおそれがある
事実を発見したとき又は従業員から
当該事実の報告を受けたときには、
これを直ちに監査役に報告する。

イ．当社の子会社の取締役、監査役及び
従業員又はこれらの者から報告を受け
た者が当社の監査役に報告をするため
の体制
(ア)子会社の取締役及び監査役は、当
社の監査役から業務の執行状況に関
する事項について報告を求められた
ときは適切な報告を行う。
(イ)当社は、子会社の取締役及び監査
役が、当社グループに著しい損害を
及ぼすおそれがある事実を発見した
とき又は子会社の従業員から当該事
実の報告を受けたときには、これを
直ちに直接又は子会社担当部を通じ
て、当社の監査役に報告する体制を
整備する。

ウ．当社グループは、職制を通じて直接
又は間接に当社の監査役に報告を行っ
た者に対し、当該報告を行ったことを
理由とする不利な取扱いは一切行わな
い。
エ．監査役がその職務執行にあたり生ず
る費用の前払等の請求を行った場合、
当該請求に係る費用又は債務が当該監
査役の職務執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、当該費用又は債務を
処理する。
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⑨ 監査役の監査が実効的に行われること
を確保するためのその他の体制
ア．監査役は、代表取締役と定期的に会
合し、その経営方針を確認するととも
に、当社が対処すべき課題その他につ
いて意見を交換し、相互認識を深め
る。
イ．監査役は、会計監査人と緊密な連携
を保ち、監査方針及び監査計画につい
て説明を受けるとともに、会計監査に
ついて随時報告を受け意見交換を行
う。
ウ．監査部は、内部統制システムを含む
内部監査結果について監査役に報告す
る。

（2）業務の適正を確保するための体制の
運用状況の概要
　当期における業務の適正を確保するた
めの体制の運用状況の概要は以下のとお
りであります。
① 当社は、取締役会を当期中に15回開
催し、法令及び社内規則等で定められた
重要な事項の意思決定を行うとともに、
業務執行取締役の職務執行状況に対する
監督を行いました。
② 当社は、ＣＳＲ委員会を当期中に2回
開催し、当社のコンプライアンス、リス
ク管理、財務報告に係る内部統制、環境
保全及び当社が提供するサービスの品質
改善等に関する事項を審議のうえ、諸施
策を推進しました。

③ 当社は、社内及び社外に内部通報窓口
を設置し従業員等に周知を図っているほ
か、主要な子会社においては内部通報窓
口の整備に努めるなど、内部通報体制の
強化を推進しました。
④ 当社は、国内関係会社打合会及び海外
関係会社打合会を当期中に各1回開催
し、主要な子会社の現況に関する報告を
受けるとともに、経営に関する重要事項
等の意見交換を行いました。
⑤ 当社は、当社及び主要な子会社を対象
とした内部統制連絡会を設置しており、
国内子会社又は海外子会社を対象とした
会議を当期中に計3回開催し、コンプラ
イアンスに関する事項の情報提供及び指
導並びに法令の制定改廃等に関する情報
を提供し、意見交換等を行いました。
⑥ 当社は、会計監査人と連携を取りなが
ら、財務報告の信頼性を確保するための
内部統制システムに関する体制を適切に
整備しております。
⑦ 当社の監査役は、取締役会など当社の
経営に関する重要な会議に出席して職務
執行の状況に関する情報を得るととも
に、当社グループの取締役等から、監査
業務に必要な情報及び当社グループに関
する重要な情報等について報告を受ける
など、監査役への報告は適切に行われて
おります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
［備考］本事業報告に記載の金額（１株当たり当期純利益を除く）及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。また、各比率及び１株当たり当期純利益は、表示桁数未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表 （2019年3月31日現在）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

百万円 百万円
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び営業未収入金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
船 舶
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

56,347
28,176
22,494

52
14

5,732
△122

266,335
148,611
71,841
2,915
4,641
910

62,534
5,192
576
7,451
62

5,687
1,502
198

110,272
102,344

492
453
7,256
△275

流 動 負 債 41,961
支払手形及び営業未払金 14,030
短 期 借 入 金 15,350
未 払 法 人 税 等 3,805
賞 与 引 当 金 1,741
そ の 他 7,033
固 定 負 債 93,246
社 債 33,000
長 期 借 入 金 23,963
繰 延 税 金 負 債 24,166
役員退職慰労引当金 52
退職給付に係る負債 3,437
長 期 預 り 金 7,862
そ の 他 764
負 債 合 計 135,208

純 資 産 の 部
株 主 資 本 130,129
資 本 金 14,922
資 本 剰 余 金 13,112
利 益 剰 余 金 103,299
自 己 株 式 △1,205
その他の包括利益累計額 51,067
その他有価証券評価差額金 48,328
為 替 換 算 調 整 勘 定 2,171
退職給付に係る調整累計額 568
新 株 予 約 権 285
非 支 配 株 主 持 分 5,993
純 資 産 合 計 187,475

資 産 合 計 322,683 負 債 純 資 産 合 計 322,683
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連 結 損 益 計 算 書 (20182019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

　

科 目 金 額
内 訳 合 計

百万円 百万円
営 業 収 益
倉 庫 収 入 25,923
港 湾 運 送 収 入 38,035
国 際 輸 送 収 入 40,075
陸 上 運 送 収 入 34,451
海 運 収 入 25,353
物 流 施 設 賃 貸 収 入 5,546
不 動 産 賃 貸 収 入 9,942
そ の 他 6,844 186,172
営 業 原 価
作 業 諸 費 116,670
人 件 費 21,915
賃 借 料 10,814
租 税 公 課 2,150
減 価 償 却 費 6,955
そ の 他 8,709 167,217
営 業 総 利 益 18,955
販売費及び一般管理費 10,160
営 業 利 益 8,795
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,448
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 276
そ の 他 386 3,111
営 業 外 費 用
支 払 利 息 441
そ の 他 169 611
経 常 利 益 11,295
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 86
固 定 資 産 受 贈 益 15
受 取 補 償 収 益 2,000
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,142
違 約 金 収 入 165 5,409
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 287
減 損 損 失 5,102
災 害 に よ る 損 失 152 5,542
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 11,162
法 人 税 等
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,688
法 人 税 等 調 整 額 342 6,031
当 期 純 利 益 5,131
非支配株主に帰属する当期純損失(△) △1,781
親会社株主に帰属する当期純利益 6,912
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連結株主資本等変動計算書 (20182019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 14,922 15,491 99,353 △1,231 128,537
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,967 △2,967
親会社株主に帰属する当期純利益 6,912 6,912
自 己 株 式 の 取 得 △2,498 △2,498
自 己 株 式 の 処 分 △6 66 60
自 己 株 式 の 消 却 △2,457 2,457 －
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 85 85
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － △2,378 3,945 25 1,592
当 期 末 残 高 14,922 13,112 103,299 △1,205 130,129
　

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に 係 る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 52,132 3,571 1,006 56,710 248 8,097 193,593
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,967
親会社株主に帰属する当期純利益 6,912
自 己 株 式 の 取 得 △2,498
自 己 株 式 の 処 分 60
自 己 株 式 の 消 却 －
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 85
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,804 △1,400 △437 △5,642 36 △2,104 △7,710

当 期 変 動 額 合 計 △3,804 △1,400 △437 △5,642 36 △2,104 △6,118
当 期 末 残 高 48,328 2,171 568 51,067 285 5,993 187,475
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連 結 注 記 表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関
する注記等
１．連結の範囲に関する事項
(1)連結子会社の数 44社
主要な連結子会社の名称
住友倉庫九州㈱、㈱若洲、泉洋港運㈱、ニッケル．エンド．
ライオンス㈱、遠州トラック㈱、井住運送㈱、Ｊ－Ｗｅ
Ｓｃｏ㈱、Sumitomo Warehouse (U.S.A.), Inc.、Sumitomo
Warehouse (Europe) GmbH、Sumitomo Warehouse
(Singapore) Pte Ltd、Union Services (S'pore) Pte
Ltd、住友倉儲（中国）有限公司、香港住友倉儲有限公司、
Westwood Shipping Lines, Inc.

(2)主要な非連結子会社の名称
三栄カーゴエーゼンシー㈱
非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、営
業収益、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
(1)持分法を適用した関連会社の数 6社
主要な持分法適用関連会社の名称
商 船 港 運 ㈱、 住 和 港 運 ㈱、Rabigh Petrochemical
Logistics LLC、上海錦江住倉国際物流有限公司
　なお、UASCジャパン㈱については、清算したため、当連
結会計年度において持分法の適用範囲から除外しておりま
す。

(2)持分法を適用していない非連結子会社（三栄カーゴエーゼン
シー㈱ほか）及び関連会社（アメリカンターミナルサービス
㈱ほか）はそれぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等の連結計算書類に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の
適用範囲から除外しております。

(3)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社に
ついては、各社の事業年度に係る財務諸表を使用しておりま
す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、在外連結子会社及び国内
連結子会社1社を除き、連結決算日と一致しております。在
外連結子会社及び国内連結子会社1社の決算日は12月末日で
あり、連結計算書類の作成にあたっては同日現在の財務諸表
を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　なお、当連結会計年度より、連結子会社の㈱若洲は決算日
を12月31日から3月31日に変更しております。
　この決算期変更に伴い、当連結会計年度において、2018
年1月1日から2019年3月31日までの15か月間を連結して
おります。
　なお、決算期を変更した㈱若洲の2019年1月1日から
2019年3月31日までの営業収益は560百万円、営業利益は
14百万円、経常利益は19百万円、税引前当期純利益は17百
万円であります。

４．会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
② たな卸資産（販売用不動産、仕掛品）

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用して
おります。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。在外連結子会社は定額法を採用しており
ます。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自
社利用分）については、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。
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(3)重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては合理的に見積もった貸倒率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給
見込額の当連結会計年度対応分を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金
一部の連結子会社においては、役員退職慰労金の支払
いに備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給
額を計上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連
結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3～10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から償却しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社においては、退職給付に係る負債及
び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結会社の決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用
は、連結会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配
株主持分に含めております。

表示方法の変更に関する注記
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準
第28号 2018年2月16日）に基づく「会社法施行規則及び会
社計算規則の一部を改正する省令」（2018年3月26日 2018
年法務省令第5号）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資
産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
債の区分に表示する方法に変更しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
(1)担保に供している資産
　預金 225百万円
　有形固定資産 2,356百万円
　投資有価証券 224百万円
　 計 2,805百万円

(2)担保に係る債務
　短期借入金 1,784百万円　（1年内返済予定の長期借入金含む）
　長期借入金 3,733百万円
　 計 5,517百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 172,489百万円
３．保証債務

他社の借入金に対する債務保証 866百万円
従業員の住宅資金借入に対する債務保証 60百万円
　 計 926百万円

４．受取手形裏書譲渡高 64百万円

(6)のれんの償却に関する事項
5～12年間で均等償却しておりますが、金額が僅少な場合
には発生年度に全額償却することとしております。

(7)消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
ります。
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連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当期において、当社グループは以下の資産グループについて減
損損失を計上しております。

用途 場所 種類 金額（百万円）

海運事業

米国
機械装置及び運搬具 443
その他有形固定資産 241
ソフトウェア 1,158

カナダ リース資産 16
バハマ 船舶 1,330
－ のれん 1,839

小計 5,029
遊休資産 静岡県袋井市 土地 72

合計 5,102
当社グループは、物流事業資産及び海運事業資産については

管理会計上の区分に基づき、不動産事業資産及び遊休資産につ
いては個別物件ごとにグルーピングを行っております。
海運事業につきましては、海上運賃は回復傾向が見られるも

のの想定した水準を下回り、また、原油高に伴う燃料費の高騰、
北米内陸輸送費及び傭船費用の増加等により、業績は事業計画
を下回って推移しました。このため、今後の事業計画を見直し、
上記海運事業資産グループにつきましては、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計
上しております。
なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、船舶については鑑定評価額により評価し、そ
の他の資産については零として評価しております。
遊休資産につきましては、地価の下落のため帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に
計上しております。
なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、その評価額は不動産鑑定評価額により評価しておりま
す。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 86,386,615株
２．配当に関する事項
(1)配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金
の総額

1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2018年6月27日
定時株主総会

普通
株式 1,483百万円 8円50銭 2018年

3月31日
2018年
6月28日

2018年11月6日
取締役会

普通
株式 1,483百万円 8円50銭 2018年

9月30日
2018年
12月3日

（注）2018年10月1日をもって、当社普通株式2株につき1株の
割合で株式併合を行っております。「1株当たり配当額」
につきましては、当該株式併合前の金額を記載しておりま
す。

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発
生日が翌連結会計年度となるもの
2019年6月20日開催予定の第142期定時株主総会の議案
として、次のとおり付議することとします。
決議予定 株式の

種類
配当金
の総額

配当の
原資

１株当たり
配当額 基準日 効力

発生日
2019年6月20日
定時株主総会

普通
株式 2,436百万円 利 益

剰余金 28円50銭 2019年
3月31日

2019年
6月21日

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来
していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 163,500株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

資金運用については、一時的な余資を安全性の高い金融資
産で運用し、また、資金調達については、主として銀行等金
融機関からの借入及び社債発行によっております。
受取手形及び営業未収入金に係る取引先の信用リスクは、
取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、低減を図ってお
ります。また、投資有価証券は、主に取引先企業との業務又
は資本提携等に関連する株式で、上場株式については、四半
期ごとに時価の把握を行っております。長期貸付金は、取引
先企業に対するもので、取引先の信用状況を定期的に把握し
ております。
借入金及び社債の使途は運転資金（主に短期）と設備投資
資金（長期）で、金利の変動リスクについては、一部の借入
金の金利固定化、長期及び超長期の社債発行により低減を図
っております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2019年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及
びこれらの差額については次のとおりであります。なお、時
価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に
は含めておりません（（注2）を参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（※1）

時価
（※1）

差額

(1)現金及び預金 28,176 28,176 －
(2)受取手形及び営業未収入金 22,494 22,494 －
(3)投資有価証券
満期保有目的の債券（※2） 83 84 1
その他有価証券 95,376 95,376 －

(4)長期貸付金（※3） 477 522 45
(5)支払手形及び営業未払金 (14,030) (14,030) －
(6)短期借入金 (15,350) (15,350) －
(7)社債 (33,000) (33,672) 672
(8)長期借入金 (23,963) (24,006) 43

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）で示して
おります。

（※2）差入保証金の代用として供託した国債で、「投資その他
の資産・その他」に計上しております。

（※3）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除して
おります。

（注1） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び営業未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に
ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券
　株式については取引所の価格、債券については公社債
店頭売買参考統計値の価格によっております。

（4）長期貸付金
　長期貸付金の時価については、一定の期間ごとに分類
し、その将来キャッシュ・フローを信用リスクに応じた
適切な利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。

（5）支払手形及び営業未払金、並びに（6）短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に
ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（7）社債
　当社の発行する社債の時価は、公社債店頭売買参考統
計値の価格によっております。

（8）長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様
の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法によっております。

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
非上場株式（連結貸借対照表計上額6,967百万円）は、
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積も
ることなどができず、時価を把握することが極めて困難
と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」
には含めておりません。また、賃貸施設の敷金として計
上している長期預り金（連結貸借対照表計上額7,862百万
円）については、返済期日が未定であり、将来キャッシ
ュ・フローを見積もることができず、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるため、上表に記載しており
ません。

賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域にお
いて、賃貸用のオフィスビル、物流施設等（土地を含む）を
有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価
59,501 117,969

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を
控除した金額であります。

（注2）期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産
鑑定評価に基づく金額（指標等を用いて調整を行ったもの
を含む）であります。

1株当たり情報に関する注記
　 1株当たり純資産額 2,119円23銭
　 1株当たり当期純利益 79円80銭
（注）2018年10月１日をもって、当社普通株式2株につき1株

の割合で株式併合を行ったため、1株当たり純資産額及び
1株当たり当期純利益は、当連結会計年度の期首に当該株
式併合が行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
［備考］本連結計算書類に記載の百万円単位の金額は、いずれも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表 （2019年3月31日現在）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

百万円 百万円
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
営 業 未 収 入 金
前 払 費 用
立 替 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

26,652
10,355
271

10,901
404
1,734
2,679
640
△335

251,061
116,700
60,226
647
1,859
92
597

49,627
153
3,497
4,938
3,351
1,505
82

129,423
94,033
19,640
12,379
3,761
541
△933

流 動 負 債 30,700
営 業 未 払 金 5,380
短 期 借 入 金 10,457
1年内返済予定の長期借入金 7,000
リ ー ス 債 務 22
未 払 金 922
未 払 事 業 所 税 90
未 払 法 人 税 等 2,869
未 払 費 用 371
前 受 金 1,058
預 り 金 1,332
賞 与 引 当 金 1,099
そ の 他 95
固 定 負 債 87,250
社 債 33,000
長 期 借 入 金 19,300
リ ー ス 債 務 79
繰 延 税 金 負 債 23,283
退 職 給 付 引 当 金 2,241
関係会社事業損失引当金 1,506
長 期 預 り 金 7,629
そ の 他 210
負 債 合 計 117,951

純 資 産 の 部
株 主 資 本 111,738
資 本 金 14,922
資 本 剰 余 金 12,818
資 本 準 備 金 11,755
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,063
利 益 剰 余 金 85,199
利 益 準 備 金 2,320
そ の 他 利 益 剰 余 金 82,879
特 別 償 却 準 備 金 35
圧 縮 記 帳 積 立 金 10,319
別 途 積 立 金 65,075
繰 越 利 益 剰 余 金 7,448
自 己 株 式 △1,202
評価・換算差額等 47,739
その他有価証券評価差額金 47,739
新 株 予 約 権 285
純 資 産 合 計 159,763

資 産 合 計 277,714 負 債 純 資 産 合 計 277,714
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損 益 計 算 書 (20182019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

　

科 目 金 額
内 訳 合 計

百万円 百万円
営 業 収 益
倉 庫 収 入 16,622
港 湾 運 送 収 入 28,920
国 際 輸 送 収 入 21,926
陸 上 運 送 収 入 9,606
物 流 施 設 賃 貸 収 入 4,577
不 動 産 賃 貸 収 入 9,239
そ の 他 1,316 92,209
営 業 原 価
作 業 諸 費 59,687
人 件 費 6,377
賃 借 料 3,934
租 税 公 課 1,808
減 価 償 却 費 4,973
そ の 他 3,902 80,683
営 業 総 利 益 11,526
販売費及び一般管理費 4,894
営 業 利 益 6,632
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,120
そ の 他 140 4,261
営 業 外 費 用
支 払 利 息 418
そ の 他 116 535
経 常 利 益 10,357
特 別 利 益
　固 定 資 産 売 却 益 42
　投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,127
　受 取 補 償 収 益 2,000 5,169
特 別 損 失
　固 定 資 産 除 却 損 250
　災 害 に よ る 損 失 139
関 係 会 社 投 資 等 損 失 5,173 5,562
税 引 前 当 期 純 利 益 9,964
法 人 税 等
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,331
法 人 税 等 調 整 額 △215 4,116
当 期 純 利 益 5,847
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株主資本等変動計算書 (20182019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本
準備金

その他
資本剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 14,922 11,755 3,527 2,320 35 10,398 58,375 11,188
当 期 変 動 額
特別償却準備金の積立 9 △9
特別償却準備金の取崩 △10 10
圧縮記帳積立金の積立 25 △25
圧縮記帳積立金の取崩 △104 104
別 途 積 立 金 の 積 立 6,700 △6,700
剰 余 金 の 配 当 △2,967
当 期 純 利 益 5,847
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △6
自 己 株 式 の 消 却 △2,457
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △2,463 － △0 △78 6,700 △3,740
当 期 末 残 高 14,922 11,755 1,063 2,320 35 10,319 65,075 7,448　 株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 △1,228 111,296 51,470 248 163,015
当 期 変 動 額
特別償却準備金の積立 － －
特別償却準備金の取崩 － －
圧縮記帳積立金の積立 － －
圧縮記帳積立金の取崩 － －
別 途 積 立 金 の 積 立 － －
剰 余 金 の 配 当 △2,967 △2,967
当 期 純 利 益 5,847 5,847
自 己 株 式 の 取 得 △2,498 △2,498 △2,498
自 己 株 式 の 処 分 66 60 60
自 己 株 式 の 消 却 2,457 － －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △3,730 36 △3,693

当 期 変 動 額 合 計 25 442 △3,730 36 △3,251
当 期 末 残 高 △1,202 111,738 47,739 285 159,763
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個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降
に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利
用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基
づく定額法を採用しております。

(3)リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は合理的に見積もった貸倒率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

(2)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込
額の当事業年度対応分を計上しております。

(3)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事
業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から償却しております。

なお、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取
扱いは連結貸借対照表と異なっております。

(4)関係会社事業損失引当金
関係会社への投資に係る損失に備えるため、その会社の財
政状態等を勘案して、必要額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
ります。

表示方法の変更に関する注記
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基

準第28号 2018年2月16日）に基づく「会社法施行規則及
び会社計算規則の一部を改正する省令」（2018年3月26日
2018年法務省令第5号）を当事業年度から適用し、繰延税金
資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固
定負債の区分に表示する方法に変更しております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 138,236百万円
２．保証債務

他社の借入金に対する債務保証 866百万円
従業員の住宅資金借入に対する債務保証 60百万円
　 計 926百万円

３．受取手形裏書譲渡高 36百万円
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　 短期金銭債権 3,663百万円
　 長期金銭債権 11,924百万円
　 短期金銭債務 6,000百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高 営業収益 5,667百万円
　 営業費用 14,647百万円
営業取引以外の取引による取引高 342百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末の自己株式の種類及び総数 普通株式 880,905株
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税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 関係会社株式評価損 1,866百万円

退職給付引当金 1,440百万円
減損損失 774百万円
関係会社事業損失引当金 461百万円
貸倒引当金 　382百万円
特定外国子会社課税留保金 345百万円
賞与引当金 336百万円
未払事業税 174百万円
その他 566百万円
繰延税金資産小計 6,348百万円
評価性引当額 △3,821百万円
繰延税金資産合計 2,526百万円

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金△21,065百万円
圧縮記帳積立金 △4,554百万円
その他 △190百万円
繰延税金負債合計 △25,810百万円
繰延税金負債の純額 △23,283百万円

関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等
種類 会社等の名称

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 株式会社若洲 所有直接 100％資金の貸付 資金の貸付 4,800 短期貸付金長期貸付金
99

4,575
(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額 1,865円12銭
　１株当たり当期純利益 67円50銭
(注)2018年10月1日をもって、当社普通株式2株につき1株の
割合で株式併合を行ったため、1株当たり純資産額及び1
株当たり当期純利益は、当事業年度の期首に当該株式併合
が行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
［備考］本計算書類に記載の百万円単位の金額は、いずれも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年5月13日

株式会社 住 友 倉 庫
　 取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 学 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 堀 内 計 尚 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社住友倉庫の2018年4月1日から2019年3
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社住友倉庫及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年5月13日

株式会社 住 友 倉 庫
　

　 取締役会 御中
　

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 学 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 堀 内 計 尚 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社住友倉庫の2018年4月1日から
2019年3月31日までの第142期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年4月1日から2019年3月31日までの第142期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。な
お、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任あずさ監査法人から当該内部統制の
評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年5月13日
株式会社 住友倉庫 監査役会

監査役（常勤) 矢 吹 治㊞
監査役（常勤) 井 上 正 明㊞
社外監査役 馬 渕 睦 夫㊞
社外監査役 荒 木 喜代志㊞
社外監査役 高 橋 和 人㊞

以 上
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１階

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

FSC®認証紙と、環境に優しい
植物油インキを使用して印刷
しています。

株主総会会場ご案内図
交通のご案内

■　地下鉄四つ橋線
肥後橋駅 ４号出口直結（地下道）
会場まで徒歩約４分

■　京阪電車中之島線
渡辺橋駅 12 番出口直結（地下道）
会場まで徒歩約 3 分

■　地下鉄御堂筋線・京阪電車京阪本線
淀屋橋駅（７号出入口）から北西
へ、会場まで徒歩約８分

※お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

会　　　場

中之島フェスティバルタワー 37 階
フェスティバルスイート「カンファレンスルーム」
※「中之島フェスティバルタワー・ウエスト」ではございません。

お間違いのないようお願い申しあげます。　

大阪市北区中之島二丁目 3 番 18 号

中之島フェスティバルタワー
地下１階・１階から会場までの順路

中之島フェスティバルタワー

④ 37階 フェスティバルスイート
  「カンファレンスルーム」

③ 13階 高層階用エレベーターに乗換え

② 1階 シャトルエレベーターに乗換え

① 地下1階 （地下道から直結）

シャトルエレベーター

高層階用エレベーター

エスカレーター
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